
論文 / 著書情報
Article / Book Information

論題 [招待講演] 信号処理分野の国際的人材育成について

Title [Invited Talk] International Human Resources Development in Signal
Processing Education

著者 西原 明法

Authors Akinori Nishihara

出典 電子情報通信学会技術研究報告,   ET2017-78, no. 335, pp. 57-60

Citation IEICE technical report,   ET2017-78, no. 335, pp. 57-60

発行日 / Pub. date 2017, 11

URL  http://search.ieice.org/

権利情報  本著作物の著作権は電子情報通信学会に帰属します。

Copyright  (c) 2017 Institute of Electronics, Information and Communication
Engineers

Powered by T2R2 (Science Tokyo Research Repository)

http://search.ieice.org/
http://t2r2.star.titech.ac.jp/


 
  
 

 

 

4.3. (3)を実現するためのシステム要件  
(3)を実現するためのシステム要件として，一つ目は

「校外資源の活用の負担が軽減されること」が考えら

れる．公共施設や外部講師の積極的な利用について，

外部調整の煩わしさが妨げになっていると考えられる．

従って，さらに詳細な要件としては，「公共施設の予約

が円滑に実施できること」や「外部講師の検索や連絡

が円滑に実施できること」が挙げられる．  
次に，「教員の勤務実態が把握できること」が考えら

れる．教育活動に必要な資源のうち最も重要なのは

日々授業を行う教員である．教員一人ひとりが長期的

に，健康に勤務できるよう，勤務実態を客観的に把握

する必要がある．業務内訳を把握することは，効率化

や適切な役割分担の促進に資する． 従って，さらに詳
細な要件としては，「自宅での作業を含めすべての勤務

時間について記録・表示ができること」や「業務の具

体的な内訳を確認できること」が挙げられる．  
上記の要件を実現するためには，自治体内の公共施

設および外部講師の検索・予約システムの導入，IC カ
ードや PC ログの活用等が考えられる．   

 

5. おわりに  
本研究では課題調査によってカリキュラム・マネジ

メントを支援するためシステム要件を検討した．  
(1)については「教育目標の実現に向けた具体的なプ

ロセスがわかること」，(2)については「学校経営の現状
分析に資する十分なエビデンスが取得できること」や

「教育に関わるすべてのステークホルダーと情報共有

可能であること」，(3)については「校外資源の活用の負
担が軽減されること」や「教員の勤務実態が把握でき

ること」を提案した．  
今後の課題は，上記の要件を実装し学校で検証を行

い，要件の妥当性を確かめることである．  
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あらまし  信号処理分野を中心に，大学，産学連携，国際間において，効果的な教育のために，対面，遠隔，オ

ンライン環境による教育方法を導入し，それらの効果測定に基づいた，教育方法の組合せやその最適化を検討して

きた。近年大学等で行われるようになった反転学習などを信号処理教育として導入，実践指導してきた。現在は大

学コンソーシアムで若手教員育成に努めている。これらの取組を紹介する。 
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1. はじめに  

筆者は 1970 年代のディジタル信号処理の黎明期に

大学，大学院で研究活動を始めた。その後大学教員と

なり，約 20 年間信号処理の研究者・教育者として過ご

したが，1997 年に清水康敬先生に誘われて東京工業大

学教育工学開発センターに異動し，教育工学と信号処

理の 2 足のわらじを履いて研究・教育活動を実践して

来た。この後半 20 年間に取り組んできた様々な活動

を，皆様の何らかのご参考になれば幸いに思い，紹介

する。  
 

2. DSPS 教育者会�  
ディジタル信号処理の研究に関して産学連携を進

める中で， ディジタル信号処理教育をテーマとする新

しいコンファレンスを立ち上げようという機運が出て

きた。筆者一人では荷が重いので，同好の士を集めて

「ディジタル信号処理の教育を考える会」なるものを

立ち上げてコンファレンスの母体とし，1993 年 3 月に

第 1 回 DSP Solutions Educator Conference の開催に漕ぎ

着けた。予稿集第 1 ページのご挨拶を図 1 に示す [1]。 
プログラムは全て招待により，教育セッション 4 講

演，学際セッション 2 講演，応用研究セッション 4 講

演で構成した。教育セッションでは 3 大学における信

号処理教育の例の紹介があり，学際セッションで筆者

は日本における信号処理教育を俯瞰した。応用研究セ

ッションでは，信号処理研究の事例紹介が 2 件あった

他，米国における信号処理教育，研究の動向報告もあ

った。なお参加者は 84 名であった。  
第 1 回の成功を受けて，2000 年 3 月には第 2 回を開

催した。開催日を 2 日間に増やすとともに，発表を公

募するとともに，ポスターセッションやパネル討論を

含めて参加者の交流促進を図った。またディジタル信

号処理の父とも称される Ronald W. Schafer 先生に招待

講演をして頂くこともできた。  
3 月は学会の大会が開催される上，年度末で皆さん

多忙であることから，第 3 回は時期を 8 月末に移して

の開催とした。  
代表として 3 回のコンファレンスを開催し，ディジ

タル信号処理教育について情報交換する場としての立

場がある程度築けたと考え，第 4 回からは代表の座を

降りた。それ以降 3 回毎に代表が交代することとなり，

第 4 回〜第 6 回は東北大学の川又政征先生，第 7 回〜

第 9 回は首都大学東京の貴家仁志先生，第 10 回〜第

12 回は東京都市大学の田口亮先生，第 13 回〜第 15 回
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は北海道大学の長谷山美紀先生が代表を努めて下さっ

た。  
1980 年に登場した 1 チップの DSP(信号処理プロセ

ッサ )は多くの分野でリアルタイム信号処理に利用さ

れたが，その後の集積度の向上により，チップ内のメ

ニーコアの中に取り込まれるようになった。それに伴

い，この間後援して頂いた日本テキサスインスツルメ

ンツ社の主力製品が DSP から組込みシステムへと変

化したため，第 15 回をもって DSPS 教育者会議は終了

した。  
この間，ACM の情報系カリキュラムのような，信号

処理のモデルカリキュラムを作成する試みで，ディジ

タル信号処理の教育を考える会の先生方を中心にして

多くの賛同を得て科研費を申請したが，残念ながら実

現しなかった。  

なお DSPS 教育者会議は毎回日本教育工学会等の協

賛を頂いていた。  
 

3. 国際遠隔教育  
東京工業大学では 1993 年度より 7 つの分野で国際

大学院コースをスタートさせ，入学試験に日本語を課

さず，留学生が入り易いように 10 月入学とし，講義も

英語によるものを用意している。また教育工学開発セ

ンターでは， 1996 年に衛星通信遠隔教育  (Academic 
Network for Distance Education by Satellite: ANDES)シ
ステムを設置し，各種のプログラムを配信してきた (図
2)。2002 年度より，ANDES を用いて国際大学院コース

科目のタイ王国への配信を開始した。受講していたの

は , 前年に交流協定を結んだタイ王国国家科学技術開

発 庁 (National Science and Technology Development 
Agency: NSTDA)を介して , アジア工科大学 (AIT)とキ

ングモンクット工科大学ラカバン校 (KMITL)である。

インターネットの整備が遅れていた東南アジアでは衛

星での高画質映像配信とインターネットでの質疑の組

合せは良い選択であった [2][3][4]。  

 

図 2 ANDES システムによる衛星講義配信  

また衛星通信により同期式で行なった講義を録画

した映像をもとに，非同期式の e-learning 教材を作成

し，両者を比較した [5]。残念ながら非同期 e-learning の

評価は低かったが，受講学生支援の重要性などの問題

点が明らかになり，その後の研究対象となった。  
2002 年度には，NSTDA 内に東工大タイオフィスを

開設し，そのオフィス活動を通して，アジア圏での理

工学系分野での高度人材の育成と研究開発のハブを目

指して，連携大学院設立構想を進め，2006 年に  TAIST 
(Thailand Advance Institute of Science and Technology)設
立の協定書に調印した。大学院修士課程で，自動車工

学 (2007 年度より )，組込み情報システム  (2008 年度よ

り )，環境工学 (2012 年度より )の 3 プログラムで毎年各

30 名の定員である [6][7]。  

ご挨拶  
 
 
 

 
 
ディジタル信号処理は，線形システム・フーリ工変換・ z
変換・周波数応答・伝達関数…等、工学系の学生にとっ
て重要な事項を含む基本的な科目であるばかりでなく、
移動通信やマルチメディア等の身近な応用分野もあり、
学生にとっては親しみ易くてよいはずだと信じます。ま
た、最近のパーソナルコンビュータを用いれば、波形を
作ってみたり、そのスペクトルを見たり、フィルタをか
けたり、その音を聞く、等のディジタル信号処理の基本
操作が容易に確認できるので、工夫次第で効果的なカリ
キュラムができあがるものと思います。しかし、電磁気
学や回路理論等の歴史ある分野と比べれば未だ新しいた
めか、大学のカリキュラムではそれほど重要視されてい
ないように思われます。  
日本の学会において、ディジタル信号処理の研究発表は
非常に盛んで、毎月の研究会や、ディジタル信号処理シ
ンポジウム等で、多くの技術者・研究者が集まり研究討
論をしています、しかし、そのような場で、（参加者の
問での個人的な情報交換を除いて）ディジタル信号処理
の教育が話題になることはあまりないように思います。
これは、日本の大学においては、教員の業績として、教
育よりも研究が重視されがちな傾向があることも原因か
もしれません。しかし、次世代を担う若者を育てるため
に、教育内容や教育方法等を検討し改善していくことが
重要であることは言うまでもありません。  
ディジタル信号処理に対する社会からの強い要請を考え
るとき、その教育について真面目に討論する場が必要で
あると常々思ってきました。今回，同じようなお考えの
先生方の御協力を得て、「ディジタル信号処理の教育を
考える会」と名乗り「DSPS 教育者会議」を開催するこ
とができ，大変うれしく思いますし、多くの御参加申し
込みを頂いていることから、改めて皆様の関心の高さを
確認でき、意を強くする思いです。この会議で実りある
討論ができ、ディジタル信号処理教育の発展の一助とな
れば幸いです。  
最後になりましたが、「DSPS 教育者会議」の企画・運
営等全般にわたり、全面的なご支援を頂きました、日本
テキサスインスツルメンツ社の皆様に深く感謝申し上げ
ます。  
 

平成 11 年 3 月  
ディジタル信号処理の教育を考える会  

発起人代表西原明法  
東京工業大学教育工学開発センター  

 
 

図  1  第 1 回 DSPS 教育者会議ご挨拶  
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図 3 東工大遠隔講義室  

TAIST では，NSTDA はその研究者，研究設備，研究

プロジェクトと奨学金を，東工大は講義担当教員と修

士論文研究の指導を，タイ大学は学籍を管理し，その

教員が学生を監督・指導し，学位を出す。東工大の教

員が教育と研究指導にあたるためタイに滞在する他、

インターネットテレビ会議システムを使用して、東工

大教員が日本から講義したり、タイで行われている講

義に東工大学生が参加することもできる [8]。  

 

 
図 4 E-learning サイト  

筆者は TAIST の遠隔教育実施のために，教育工学開

発センター内の設備を整備し (図 3)，遠隔教育を実践し

ながら，他の教員へも啓蒙した。特に以前の経験をも

とに，現地教室にも講師を配置して学生への支援に務

める体制を構築した。  
配信する講義を復習用に録画して掲載する専用の

Web サイトも構築した (図 4)。  
TAIST で，東工大教員が現地に出張して講義した場

合と，日本から遠隔で講義した場合の成績の違いやア

ンケート結果の比較を継続的に行なって来た [9]。  
日本では 2008 年から通信衛星を用いて高精細テレ

ビジョン  (HDTV)の放送が始まったが，筆者らは 2006
年にタイ日本間での HDTV 伝送による遠隔教育実験を

行なった (図 5)[10]。更に 2008 年 2 月に打ち上げられ

た超高速インターネット衛星「きずな」利用実験に利

用実験協議会会長として参加し，タイ，フィリピンと

結んで 3 国間の HDTV による遠隔教育実験を行なった

[11]。  

 
図 5 タイ日本間遠隔教育実験 (2006 年 ) 

当初は遠隔教育の復習用に講義を録画しており，そ

れを e-learning 用にも利用した。録画映像を講義の前

に視聴する反転学習に転用してみることに違和感はな

く，2012 年から東工大の講義で反転学習を実施した。

事前視聴用では，受講生の顔色を見て話すこともない

ため講義時間は短くて済み，通常の講義に比べて半分

程度の時間で可能である。また録画映像中に，話題の

種 (雑談や脱線を含む )を仕込んでおき，対面学習時に

話題を膨らませる等も行なった。しかし全学で筆者一

人だけの試行は，事前学習が必須であることもあり学

生への受けは良くなく，選択科目であるので受講学生

数は減少したが，受講した学生は反転学習の意図を理

解し，良く学習してくれた。  
 

4. 国際交流支援  
筆者は東京工業大学理工学国際交流センターに助

教授の職を得て以来，大学の国際交流関係の仕事にも

多く従事してきた。タイオフィスなどを含む海外拠点

運営室や TAIST の運営もその一環であった。また JICA
等の仕事も行なってきた。  

東工大が実施した国際交流プログラムに参加した

学生達が，独自の国際交流プログラムを立ち上げるべ

く，東工大国際交流学生会を組織した際には顧問とし
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て 力 を 貸 す と と も に SAGE (Student Association for 
Global Exchange)の命名もした (図 6)。学生達はアイデ

ア豊かで，アジアからの招聘プログラムを企画実施し

てきているし，来日したばかりの留学生を含むグルー

プでクイズを解きながら都内をめぐる東京オリエンテ

ーリングや，留学生と一緒にキャンパス内で鬼ごっこ

をしながらクイズを解く SAGE Special Survival 等を考

案した。  
海外の学生が来訪する場合に，学生との交流を望む

場合が多く，SAGE はその受け皿として，来訪学生の

キャンパスツアーや研究室訪問など，希望に応じてプ

ログラムを作り，対応してくれており，大学からも高

く評価されている。  

 

図 6 SAGE による学生交流プログラム  

2016 年 3 月に定年後は東京工業大学工系人材養成機

構 (Human Assets Promotion Program for Innovative 
Education and Research: HAPPIER)の特任教授として再

雇用され，北大，東北大，名大，阪大，九大との 6 大

学コンソーシアムで若手教員の育成事業に従事してい

る。その事業は海外との交流を通しての人材育成も含

んでおり，それらのコーディネートも行なっている。  
筆者は IEEE の会員でもあり，IEEE の活動も行なっ

てきた。1994 年に IEEE 東工大学生ブランチを作った

際にはカウンセラーを引き受け，20 年以上にわたって

学生達の活動を後押ししてきた。  
1995 年以来 IEEE Region 10(アジア太平洋地域 )の理

事会に関与してきており， 学生活動コーディネータの

時に，学生ブランチ・リーダーシップ・トレーニング・

ワークショップを開始し，10 年以上にわたって講師を

務めた。また教育活動コーディネータとしてアジア太

平洋地域における大学認証評価に関するワークショッ

プを開催した。 2016 年の選挙で， 2017 年 -2018 年の

IEEE Region 10 Director-Elect に当選し，現在それを務

めており，2019 年 -2020 年は IEEE Region 10 Director
に就任する予定である。Director として学会活動の活

性化を進める決意であり，本会との連携も視野に入れ

ている。  
 

5. むす�  
平成 28 年度に創設された電子情報通信学会教育優

秀賞を受賞する光栄を得た。それを期に教育工学研究

会で招待講演の機会を頂き，深く感謝する。手前味噌

のようになってしまったが，一部でも皆さまのご参考

になれば幸いである。  
 

謝�	 筆者を教育工学の道に導いて頂いた清水康敬先

生，教育工学開発センターで先輩だった赤堀侃司先生，

同僚だった中山  実先生に感謝する。  
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